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最終頁に続く

(54)【発明の名称】 液晶表示装置

(57)【要約】
【課題】  ＦＯＰ液晶表示装置において、電極端部近傍
での電界集中により液晶分子が大きく捻れ、配向膜表面
の塑性変形が主原因と考えられる残像・焼付き現象を防
ぐ。
【解決手段】  ＦＯＰ液晶表示装置において、透明櫛歯
電極４上に上層絶縁膜５を設け、該上層絶縁膜５の誘電
率ε（２）と層間絶縁膜３の誘電率ε（１）の関係が
（式１）を満足する構成とする。
【数１】



(2) 特開２００３－２９２４７

10

40

1
【特許請求の範囲】
【請求項１】  少なくとも一方が透明な一対の基板と、
該一対の基板の互いに対向する面上に形成された液晶配
向制御膜と、該液晶配向制御膜に接触するようにして前
記一対の基板間に配置された液晶と、前記一対の基板の
一方に、絶縁膜を介して互いに異層に形成された画素電
極及び共通電極と、能動素子とからなり、該画素電極と
該共通電極とが前記絶縁膜を介して画素領域内で重畳し
ており、該画素電極と該共通電極との間に電圧を印加す
ることにより前記液晶の配向を制御して表示を行う液晶
表示装置であって、
前記画素電極及び前記共通電極のうち前記液晶配向制御
膜に近い方の電極と前記液晶配向制御膜との間に、前記
画素電極と前記共通電極との間に介在させた前記第１の
絶縁膜とは別部材からなる第２の絶縁膜を配置してな
り、かつ、前記第１の絶縁膜の誘電率ε（１）と前記第
２の絶縁膜の誘電率ε（２）とが（式１）を満足するこ*
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*とを特徴とする液晶表示装置。
【数１】

【請求項２】  前記第２の絶縁膜の厚さが５０ｎｍ以上
かつ２００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項１記
載の液晶表示装置。
【請求項３】  前記第１の絶縁膜の厚さが１００ｎｍ以
上かつ１５００ｎｍ以下であることを特徴とする請求項
１又は２記載の液晶表示装置。
【請求項４】  前記液晶配向制御膜の弾性率が２ＧＰａ
～４ＧＰａの範囲にあり、前記第１の絶縁膜の誘電率ε
（１）及び膜厚ｄ（１）ｎｍと、前記第２の絶縁膜の誘
電率ε（２）が、（式９）を満足することを特徴とする
請求項１乃至３いずれかに記載の液晶表示装置。
【数２】

【請求項５】  前記第１の絶縁膜の誘電率ε（１）の値
範囲、前記第１の絶縁膜の膜厚ｄ（１）の値範囲、及び
前記第２の絶縁膜の誘電率ε（２）の値範囲が、表１記*

*載の条件１乃至１７いずれかの値範囲関係を満足するこ
とを特徴とする請求項４記載の液晶表示装置。
【表１】

【請求項６】  前記液晶配向制御膜の弾性率が４ＧＰａ
～１０ＧＰａの範囲にあり、前記第１の絶縁膜の誘電率
ε（１）及び膜厚ｄ（１）ｎｍと、前記第２の絶縁膜の

誘電率ε（２）とが、（式１０）を満足することを特徴
とする請求項１乃至３いずれかに記載の液晶表示装置。
【数３】

【請求項７】  前記第１の絶縁膜の誘電率ε（１）の値
範囲、前記第１の絶縁膜の膜厚ｄ（１）の値範囲、及び
前記第２の絶縁膜の誘電率ε（２）の値範囲が、表２記

載の条件１乃至１７いずれかの値範囲関係を満足するこ
とを特徴とする請求項２記載の液晶表示装置。
【表２】
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【請求項８】  前記液晶配向制御膜の弾性率が１０ＧＰ
ａ以上であり、前記第１の絶縁膜の誘電率ε（１）及び
膜厚ｄ（１）ｎｍと、前記第２の絶縁膜の誘電率ε *
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*（２）とが、（式１１）を満足することを特徴とする請
求項１乃至３いずれかに記載の液晶表示装置。
【数４】

【請求項９】  前記第１の絶縁膜の誘電率ε（１）の値
範囲、前記第１の絶縁膜の膜厚ｄ（１）の値範囲、及び
前記第２の絶縁膜の誘電率ε（２）の値範囲が、表３記*

*載の条件１乃至１７いずれかの値範囲関係を満足するこ
とを特徴とする請求項８記載の液晶表示装置。
【表３】

【請求項１０】  前記第１の絶縁膜と、前記第１の絶縁
膜が形成されている基板との間に、前記第１の絶縁膜の
誘電率ε（１）とは異なる誘電率を有する絶縁膜が、少
なくとも１層以上形成されていることを特徴とする請求
項１乃至９いずれかに記載の液晶表示装置。
【請求項１１】  前記第２の絶縁膜と、前記液晶配向制
御膜との間に、前記第２の絶縁膜の誘電率ε（２）とは
異なる誘電率を有する絶縁膜が、少なくとも１層以上形
成されていることを特徴とする請求項１乃至１０いずれ

かに記載の液晶表示装置。
【請求項１２】  前記第２の絶縁膜と、前記第２の絶縁
膜と前記液晶配向制御膜との間に形成された少なくとも
１層以上の絶縁膜の誘電率が、前記液晶配向制御膜に近
い絶縁膜ほど小さいことを特徴とする請求項１１記載の
液晶表示装置。
【請求項１３】  前記画素電極又は前記共通電極の少な
くともいずれかが透明導電材で形成されていることを特
徴とする請求項１乃至１２いずれかに記載の液晶表示装
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置。
【請求項１４】  前記液晶材料の誘電率異方性が負の特
性であることを特徴とする請求項１乃至１３いずれかに
記載の液晶表示装置。
【請求項１５】  前記能動素子は薄膜トランジスタであ
ることを特徴とする請求項１乃至１４いずれかに記載の
液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、アクティブマトリ
クス型液晶表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】液晶表示装置は、２枚のガラス基板を所
定の間隔をあけて配置し、そのすき間に液晶を注入して
構成される。ガラス基板と液晶層との間には液晶配向制
御膜と呼ばれる高分子薄膜が配置され、液晶分子を配列
させるために配向処理が施されている。表示はこの配列
された液晶分子に電界を印加することにより、その配向
方向を変化させ、それにより生じる液晶層の光学特性の
変化により行われる。
【０００３】従来のアクティブ駆動型液晶表示装置は、
ＴＮ方式（ツイスト－ネマティック方式）に代表され
る。このＴＮ方式の液晶表示装置では、液晶を挟持する
一対の基板においてそれぞれの内側に透明電極を設け、
これら電極間に生じる基板面に垂直な方向の電界により
液晶分子を駆動して、表示を行わせる。すなわち、この
基板に垂直な電界により液晶分子が立ち上がることによ
り光のスイッチを行い、表示が行われる。しかし、この
ＴＮ方式の液晶表示装置では、特に中間調において、液
晶パネル（画面）を見る方向により色調の反転等を生
じ、視野角が狭いことが大きな問題となっていた。
【０００４】そこで、このようなＴＮ方式の液晶表示装
置の問題を解決する液晶表示装置として、特公昭６３－
２１９０７号公報（ＵＳＰ４３４５２４９号特許明細
書）等によりＩＰＳ方式（インプレーン・スイッチング
方式）の液晶表示装置が開示されている。このＩＰＳ方
式液晶表示装置は、液晶を挟持する一対の基板のうち、
一方の基板上に画素電極及び共通電極を形成し、これら
電極間に生じる基板面にほぼ平行な電界によって、液晶
分子を基板面にほぼ平行な面内で回転させることで光を
スイッチし、表示を行わせる方式である。このＩＰＳ方
式液晶表示装置では、液晶分子を基板面にほぼ平行な面
内で回転させるために、画面を見る角度（視野角）によ
って階調、色調の反転が生じることもなく、従来のＴＮ
方式に比べ視野角が広い。このような視角特性に優れた
ＩＰＳ方式は、従来のＴＮ方式に変わる新しい液晶表示
装置として期待され、今後の大画面液晶モニタや液晶テ
レビにとって重要な技術である。
【０００５】しかし、現状のＩＰＳ方式液晶表示装置に
おいては、今後の液晶テレビやＤＶＤビデオ再生対応モ
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ニタへの展開を考えると、特に高輝度化（高開口率化）
と高速応答化が最大の課題である。すなわち、現状のＩ
ＰＳ方式液晶表示装置は、画素領域内の電極として、金
属材料（例えばクロム等の不透明材料）を用いているた
めに、電極部で光が透過せず、開口率が低い。また、応
答速度に関しても、液晶材料や駆動方法からのアプロー
チはあるが、動画に充分対応できる応答速度まで達して
いないのが実状である。
【０００６】そこで、これら高開口率化や高速応答化と
いう課題を解決するために、例えば、次に述べるよう
な、現状のＩＰＳ方式液晶表示装置の改良が提案されて
いる。まず、特開平９－７３１０１号公報では、画素電
極及び共通電極の少なくとも一方にＩＴＯ（酸化インジ
ウムスズ）等の透明導電膜を用いることが提案されてい
る。
【０００７】また、特開平１１－３１６３８３号公報で
は、画素電極及び共通電極の少なくとも一方にＩＴＯ等
の透明導電膜を用い、電極間隔を液晶層の厚み以下に狭
めた構造にすることが提案されている。また、特開２０
００－８９２５５号公報では、画素電極及び共通電極に
透明導電膜を用い、これら電極を絶縁膜を介して重畳さ
せた構造（ＦＯＰ：Ｆｉｎｇｅｒ  Ｏｎ  Ｐｌａｎｅ、
以下、ＦＯＰ電極構造と称す）とすることが提案されて
いる。
【０００８】そして、これらＩＰＳ方式の改良液晶表示
装置によれば、電極材料としてＩＴＯ等の透明導電膜を
用いることにより、電極部の光を透過させ、開口率を向
上させることができる。また、液晶分子に電圧を印加す
るための電極の間隔を狭めることにより電極間に発生す
る電界強度を大きくし、低駆動電圧化や高速応答化を図
ることができる。
【０００９】特に、画素電極及び共通電極に透明導電膜
を用い、これら電極を絶縁膜を介して重畳させた構造か
らなるＦＯＰ電極構造を備えたＩＰＳ方式液晶表示装置
（以下、これを「ＦＯＰ液晶表示装置」と称す）は、こ
れら高開口率化や高速応答化という課題を同時に解決で
きるＩＰＳ方式液晶表示装置であり、重要な技術であ
る。ここで、現状のＦＯＰ液晶表示装置の一例の構成に
ついて、図面とともに説明する。
【００１０】図１９は、現状のＦＯＰ液晶表示装置の概
略断面図である。図１９に示すように、液晶表示装置
は、一対の透明な基板１０１、１１０と、この一対の基
板１０１、１１０の互いに対向する面上に形成される液
晶配向制御膜１０６と、この液晶配向制御膜１０６に接
触するようにして基板１０１、１１０間に配置された液
晶１０７とを備えている。そして、一対の基板１０１、
１１０のうち、一方の基板１０１の対向面には、絶縁膜
（層間絶縁膜）１０３を介して互いに異層に形成された
共通電極１０２及び画素電極１０４と、図示せぬ能動素
子とが配置され、他方の基板１１０の対向面には，カラ
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ーフィルタ１０９がオーバーコート膜（カラーフィルタ
保護膜）１０８で覆われて配置されている。また、一対
の基板１０１、１１０それぞれの、液晶配向制御膜１０
６が形成される面と反対側の面、すなわち各基板１０
１、１１０の対向面と反対側の基板面には、偏光板１１
１がそれぞれ形成されている。
【００１１】さらに、液晶表示装置は、ＦＯＰ電極構造
の特徴として、一方の基板１０１に配置される共通電極
１０２と画素電極１０４とは、第１の絶縁膜１０３を介
して画素領域内で互いに重畳して配置されている。例え
ば、共通電極１０２は、画素領域ほぼ全面を覆うよう
に、基板１０１上に、ＩＴＯのような透明導電材によっ
てベタ電極で形成され、その上に絶縁膜１０３を介し
て、画素電極１０４を構成する透明導電材からなる透明
櫛歯電極が重畳されて配置され、異層構造になってい
る。なお、この画素電極１０４を構成する透明櫛歯電極
の櫛歯部分の伸長形状は、基板１０１の板厚方向から眺
めて直線形状に限らず、「く」の字状等の屈曲形状であ
ってもよい。
【００１２】その上で、液晶配向制御膜１０６は、基板
１０１上に形成された共通電極１０２、絶縁膜１０３、
及び画素電極１０４を覆うように、また、基板１１０上
に形成されたカラーフィルタ１０９及びオーバーコート
膜１０８を覆うように、それぞれ基板１０１、１１０に
積層されている。
【００１３】そして、表示は、能動素子を駆動制御し
て、ベタ電極からなる共通電極１０２と、透明櫛歯電極
からなる画素電極１０４との間の電圧印加を制御するこ
とによって、液晶１０７の液晶分子の配向を制御して行
われる。液晶１０７の液晶分子は、電圧が印加される
と、これにより生じる電界１１２によって、基板１０１
にほぼ平行な面内で駆動される。
【００１４】このように、上述したＦＯＰ液晶表示装置
では、現状のＦＯＰ電極構造を採用していないＩＰＳ方
式液晶表示装置に比べ、電極材料としてＩＴＯ等からな
る透明電極１０２，１０４を用いたことによって、開口
率（透過率）を向上させることができる。また、電圧を
印加するための電極１０２，１０４の間隔が非常に狭い
（実質、層間絶縁膜１０３の膜厚に相当）ために、特に
電極１０４の端部で非常に大きな電界を発生し、この強
電界により低電圧駆動、及び高速応答が可能となる。
【００１５】ところで、現状のＦＯＰ液晶表示装置にお
いては、上記した利点ばかりではなく、その特徴であ
る、液晶分子を基板面にほぼ平行な面内で回転させるこ
とにより光のスイッチを行うＩＰＳ方式自体の構造上の
関係から、液晶表示装置の表示品質を低下させる原因の
一つである残像・焼付き現象という副作用が生じる。こ
こで、この残像・焼付き現象の概略について説明する。
【００１６】残像・焼付き現象は、長時間同一の画像を
表示させた後に別の画像を表示させた場合、それまで表
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示されていた画像が同時に表示される現象であり、液晶
表示性能を低下させる要因の一つとなっている。そし
て、ＩＰＳ方式液晶表示装置のように、液晶分子を基板
面にほぼ平行な面内で回転させ、光をスイッチすること
により表示を行う方式では、従来のＴＮ方式で見られた
電荷の残留により発生する残像・焼付き現象の他に、Ｉ
ＰＳ方式特有の前記残留電荷（蓄積電荷）に依存しない
残像・焼付き現象が生じる。
【００１７】このＩＰＳ方式特有の、蓄積電荷に依存し
ない残像・画像焼付き現象は、特開平１０－３１９４０
６号公報に示されているように、電界印加によって液晶
分子の面内捻れ変形で発生する回転トルクが、液晶・配
向制御膜界面への負荷（ストレス）として液晶・配向制
御膜界面に伝わり、これにより液晶分子の初期配向方向
を規制している液晶配向制御膜の表面が塑性変形するこ
とによって生じると考えられている。
【００１８】これを解決する手段の一つとして、同公報
では、弾性率の大きな配向制御膜（高弾性率配向膜）を
用いることで配向制御膜表面の塑性変形を抑え、結果と
して残像を低減する方法が提案されている。そして、前
述したＦＯＰ電極構造を備えていない現状のＩＰＳ方式
液晶表示装置においては、実際、この高弾性率配向膜の
使用により、蓄積電荷に依存しない残像・焼付き現象を
表示性能として問題ないレベルまで十分に抑え込むこと
ができるようになっている。
【００１９】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、ＩＰＳ
方式でもＦＯＰ液晶表示装置（前掲した図１９参照）に
おいては、ＦＯＰ電極構造を採用しない、すなわち共通
電極と画素電極とが重畳していない構成の現状のＩＰＳ
方式液晶表示装置（以下、「従来のＩＰＳ方式液晶表示
装置」と称す）に比べると、極度にレベルの悪い残像・
焼付き現象が生じる。
【００２０】これは、現状のＦＯＰ液晶表示装置（以
下、本発明との関係から「従来のＦＯＰ液晶表示装置」
と称す）では、前述したように、その構造上から、従来
のＩＰＳ方式液晶表示装置に比べ、画素電極としての透
明櫛歯電極の端部に極度に大きな電界強度を生じること
に起因するものである。
【００２１】すなわち、従来のＦＯＰ液晶表示装置で
は、従来のＩＰＳ方式液晶表示装置のように、画素電極
と共通電極とが基板面に沿う方向に位置をずらして配置
されておらず両電極は重畳されており、また、その画素
電極を構成する櫛歯電極の間隔も液晶層の厚み以下に狭
められて配置される等するため、電圧を印加した際に、
この画素電極としての透明櫛歯電極の端部には極度に大
きな電界強度が生じる。これにより、液晶分子は、この
極度に大きな電界強度を受けて大きく捻れることとな
り、その際、液晶分子にはこの捻れに基づく大きな回転
トルクが生じることになる。そして、この液晶分子によ
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り生じた大きな回転トルクは、液晶分子が接触している
配向制御膜表面に負荷（ストレス）として伝達され、こ
の負荷が伝達される配向制御膜表面がそのストレスに抗
し切れずに塑性変形してしまうのが、従来のＦＯＰ液晶
表示装置における残像・焼付き現象の主原因である。
【００２２】したがって、従来のＦＯＰ液晶表示装置の
実用に際しては、従来のＩＰＳ方式液晶表示装置に比
べ、前述したように極度にレベルの悪い残像・焼付き現
象が生じるものと考えられ、実際、現状にあっても、従
来のＦＯＰ液晶表示装置の残像レベルは、従来のＩＰＳ
方式液晶表示装置に比べ、１０倍以上も悪くなってい
る。
【００２３】そのため、従来のＦＯＰ液晶表示装置の場
合は、このＦＯＰ電極構造の非常に大きな電界強度に起
因して液晶分子から配向制御膜表面へ伝達される回転ト
ルクの負荷（ストレス）があまりにも大き過ぎるため、
例え高弾性率配向膜を用いても、それだけでは配向制御
膜表面が耐えきれずに塑性変形してしまい、残像・焼付
き現象を表示性能として問題ないレベルまで十分に抑え
込むことができない虞れがある。
【００２４】また、この対策として、液晶に作用する電
界強度を小さく加減することによって液晶分子に生じる
回転トルクの大きさを抑え、残像・焼付き現象を低減さ
せることも考えられるが、液晶表示装置の原理、すなわ
ち電極間に発生する電界により液晶分子を駆動して光を
スイッチすることを考えれば、単に電界強度を小さくす
ること（例えば、従来のＩＰＳ方式液晶表示装置並の電
界強度にすること）は、前述したＦＯＰ液晶表示装置が
有する利点（低電圧駆動、高速応答）を損なうことにな
る。
【００２５】ところで、上述した従来のＦＯＰ液晶表示
装置に特有の残像・焼付き現象の解決に当たっては、そ
の残像・焼付き現象が配向制御膜が負荷（ストレス）と
耐性のバランスの上に成り立っており、そのバランスが
崩れ、負荷（ストレス）が耐性力に比べ大きくなった場
合に残像・焼付き現象を発現するというメカニズムを考
えれば、その対策手段は、“配向制御膜の耐性を強化す
ること”（第１の手段）と、“配向制御膜への負荷（ス
トレス）を低減すること”（第２の手段）との二つに大
別される。これに従えば、すでに述べた特開平１０－３
１９４０６号で提案されている高弾性率配向膜の使用に
よる、従来のＩＰＳ方式液晶表示装置の残像・焼付き現
象の低減は、前記第１の手段としての配向制御膜の耐性
を強化することに相当するものである。
【００２６】しかし、この高弾性率配向膜によって耐性
を強化する第１の手段は、従来のＩＰＳ方式液晶表示装
置においては表示品質として問題ないレベルまで残像・
焼付き現象を抑えることが可能であるものの、従来のＦ
ＯＰ液晶表示装置においては、この第１の手段による対
策だけでは、上述したように残像現象を十分に抑えるこ*
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*とができないことがわかっている。
【００２７】本発明は、以上述べた問題点に鑑み、ＦＯ
Ｐ電極構造を備えたＩＰＳ方式の液晶表示装置におい
て、ＦＯＰ電極構造の有する利点（低電圧駆動及び高速
応答）を損なうことなく、残像・焼付き現象を低減し、
高品質な液晶表示装置を提供することを目的とする。
【００２８】
【課題を解決するための手段】本発明の液晶表示装置
は、上記課題を解決するために、少なくとも一方が透明
な一対の基板と、該一対の基板の互いに対向する面上に
形成された液晶配向制御膜と、該液晶配向制御膜に接触
するようにして前記一対の基板間に配置された液晶と、
前記一対の基板の一方に、絶縁膜を介して互いに異層に
形成された画素電極及び共通電極と、能動素子とからな
り、該画素電極と該共通電極とが前記絶縁膜を介して画
素領域内で重畳しており、該画素電極と該共通電極との
間に電圧を印加することにより前記液晶の配向を制御し
て表示を行う液晶表示装置であって、前記画素電極及び
前記共通電極のうち前記液晶配向制御膜に近い方の電極
と前記液晶配向制御膜との間に、前記画素電極と前記共
通電極との間に介在させた前記第１の絶縁膜とは別部材
からなる第２の絶縁膜を配置してなり、かつ、前記第１
の絶縁膜の誘電率ε（１）と前記第２の絶縁膜の誘電率
ε（２）とが（式１）を満足することを特徴とする。
【００２９】
【数５】

【００３０】また、本発明の液晶表示装置は、上記構成
に係り、その第２の絶縁膜の厚さが５０ｎｍ以上かつ２
００ｎｍ以下であり、また、その第１の絶縁膜の厚さが
１００ｎｍ以上かつ１５００ｎｍ以下であること等を特
徴とする。そして、これら構成により、本発明の液晶表
示装置では、第１の絶縁膜の誘電率ε（１）と第２の絶
縁膜の誘電率ε（２）が（式１）の関係を満足すること
によって、残像現象を低減した高品質で高透過率の液晶
表示装置を提供することができる。
【００３１】
【発明の実施の形態】本発明の実施の形態を説明するに
当たって、まずＩＰＳ方式液晶表示装置の液晶配向制御
膜界面での電界強度の面内分布と電界強度ピーク値とに
ついて説明する。
【００３２】図１は、シミュレーションにより得られた
従来のＩＰＳ方式液晶表示装置における液晶配向制御膜
界面での電界強度の面内分布を示す図である。図２は、
シミュレーションにより得られた従来のＦＯＰ液晶表示
装置（図１９参照）における液晶配向制御膜界面での電
界強度の面内分布を示す図である。
【００３３】なお、このシミュレーション実施に当たっ
ては、液晶分子に作用する電界強度は、共通電極１０２



(7) 特開２００３－２９２４７

10

20

30

40

50

11
と画素電極１０４との間に印加する電圧に大きく依存す
るが、ここでは、従来のＩＰＳ方式液晶表示装置（ＦＯ
Ｐ電極構造を採用していない）と従来のＦＯＰ液晶表示
装置の違いを顕著に見るために、それぞれの印加電圧Ｖ
を、Ｖ（ＩＰＳ）＝１５Ｖ、Ｖ（ＦＯＰ）＝１０Ｖとし
た。この印加電圧Ｖの大きさの違いは、従来のＦＯＰ液
晶表示装置では共通電極１０２と画素電極１０４との間
隔が狭い分、必要な駆動電圧が従来のＩＰＳ方式液晶表
示装置に比べ小さくなることを考慮したものである。
【００３４】図１及び図２からわかるように、従来のＩ
ＰＳ方式液晶表示装置においては、電界強度はそれほど
大きくなく、液晶配向制御膜（以下、配向膜と略称す
る）１０６の面内でほぼ均一である。一方、従来のＦＯ
Ｐ液晶表示装置においては、特に画素電極１０４の端部
近傍に電界が集中し、その強度のピーク値は従来のＩＰ
Ｓ方式液晶表示装置に比べ１０倍以上であることが判明
した。
【００３５】このシミュレーション結果から、従来のＦ
ＯＰ液晶表示装置においては、この従来のＩＰＳ方式液
晶表示装置に比べての極度に大きな電界強度ピーク値に
より、画素電極１０４の端部近傍で液晶分子が大きく捻
れ、これにより生じた回転トルクが配向膜１０６の界面
に非常に大きな負荷（ストレス）として伝わり、配向膜
１０６に塑性変形を生じさせ、レベルの非常に悪い残像
・焼付き現象が発生するものと考えた。
【００３６】実際、従来のＦＯＰ液晶表示装置の残像レ
ベルは従来のＩＰＳ方式液晶表示装置（ＦＯＰ電極構造
を採用しない）の残像レベルよりも１０倍以上悪く、特
にその残像・焼付き現象は、画素電極１０４の端部近傍
で発生していた。また、残像・焼付き現象を発生した従
来のＦＯＰ液晶表示装置において、画素電極１０４の端
部近傍を観察すると、残像・焼付き現象の発生領域部分
の液晶配向方向は、液晶初期配向方向（ラビング方向）
から駆動方向に２～３°回転してずれていることがわか
った。
【００３７】これらより、従来のＦＯＰ液晶表示装置の
残像強度は、図２で現れているように、電界強度ピーク
値と相関があり、この電界強度ピーク値を引き下げるこ
とにより、残像・焼付き現象が低減できることがわかっ
た。また、図示省略するが、上述したシミュレーション
とは別に、液晶分子の駆動電圧は、電界強度ピーク値よ
りも、面内に印加される電界強度（図２において、電界
強度曲線とＸ軸で囲まれた部分の面積）に大きく依存す
ることもわかった。
【００３８】したがって、従来のＦＯＰ液晶表示装置の
残像・焼付き現象を低減するためには、前述した“耐性
を強化すること”（第１の手段）とは別に、この電界強
度ピーク値を引き下げて“負荷（ストレス）を低減する
こと”（第２の手段）が必要であることがわかった。こ
こで、配向膜１０６に対する負荷を低減するための手段*
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*の一つは、電極端部近傍で局所的に発生する電界集中を
緩和させ、電界強度ピーク値の引き下げをはかることで
ある。
【００３９】図３は、本発明の一実施の形態に係るＦＯ
Ｐ液晶表示装置の概略断面図である。なお、本発明の一
実施の形態に係るＦＯＰ液晶表示装置の説明に当たって
は、図１９に示した従来のＦＯＰ液晶表示装置と同様な
構成部分については、その下２桁につき同一の番号を付
し、その説明を省略する。
【００４０】図３に示すように、本実施の形態のＦＯＰ
液晶表示装置は、図１９に示した従来のＦＯＰ液晶表示
装置に対して、画素電極４と共通電極２との間に第１の
絶縁膜３を形成し、さらにこれら画素電極４と共通電極
２のうち、配向膜層６に近い電極（本実施の形態のＦＯ
Ｐ液晶表示装置の場合は、画素電極４）と配向膜６との
間に、従来のＦＯＰ液晶表示装置には無い、新規な第２
の絶縁膜５を設け、これら第１の絶縁膜３の誘電率ε
（１）と第２の絶縁膜５の誘電率ε（２）とが（式１）
を満たす構成になっている。
【００４１】
【数６】

【００４２】したがって、液晶層７を通る電気力線は、
必ず第１の絶縁膜３と第２の絶縁膜５との（式１）を満
たす界面Ｂを通る。以下、この第１の絶縁膜３を層間絶
縁膜、第２の絶縁膜５を上層絶縁膜と称し、この層間絶
縁膜３の誘電率ε（１）と上層絶縁膜５の誘電率ε
（２）との間の、上記（式１）を満たす構造によって達
成される、画素電極４の端部及びその周辺の電界集中緩
和作用について説明する。
【００４３】残像・焼付き現象の発生に大きく影響する
電極端部での局所的な電界集中は、電極構造及びそれを
形成する絶縁体材料に依存し、特に絶縁体の誘電率に大
きく依存することから、本実施の形態のＦＯＰ液晶表示
装置では、次のようにして緩和している。
【００４４】図４は、誘電率εの異なる物質中での電気
力線屈折の法則を示す図である。図４に示すように、誘
電率の異なる誘電体Ｄ１（誘電率ε１）及び誘電体Ｄ２
（誘電率ε２）がある面で接している場合、それらの誘
電体Ｄ１，Ｄ２の中を進む電気力線はその接面（界面
Ｂ）で、（式２）に従い屈折する。
【００４５】
【数７】

【００４６】すなわち、図４において、誘電率ε１の高
い誘電体Ｄ１から誘電率ε２の低い誘電体Ｄ２へ電気力
線が入射する場合（図４(ａ)、ε１＞ε２参照）には、
（式２）よりθ１＞θ２という関係が成立し、電気力線
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は誘電体Ｄ１，Ｄ２の接面Ｂの法線に対して傾きが大き
くなるように屈折する。
【００４７】逆に、誘電率ε１の低い誘電体Ｄ１から誘
電率ε２の高い誘電体Ｄ２へ電気力線が入射する場合
（図４(ｂ)、ε１＜ε２参照）には、（式２）よりθ１
＜θ２という関係が成立し、電気力線は誘電体Ｄ１，Ｄ
２の接面Ｂの法線に対して傾きが小さくなるように屈折
する。なお、０°＜θ１，θ２＜９０°である。
【００４８】このことを考慮して、次に電気力線の間隔
ｄを考える。電気力線の間隔ｄは電界集中の度合い（電
界強度）に相当し、その間隔が広いほど電界集中が緩和
されている（電界強度が小さい）ことを意味する。誘電
体Ｄ１を進む電気力線の間隔をｄ１とすると、誘電体Ｄ
２を進む電気力線の間隔ｄ２は（式３）で表される。
【００４９】
【数８】

【００５０】（式３）より、誘電率ε１の高い誘電体Ｄ
１から誘電率ε２の低い誘電体Ｄ２へ電気力線が入射す
る場合（図４(ａ)ε１＞ε２参照）には、（式３）より
θ１＞θ２という関係が成立し、すなわちｃｏｓθ１＜
ｃｏｓθ２よりｄ２＞ｄ１となり、電気力線の間隔ｄが
広がることになる。つまり、電気力線の間隔ｄが広がる
ことは、電界集中が緩和されることを意味する。
【００５１】一方、誘電率ε１の低い誘電体Ｄ１から誘
電率ε２の高い誘電体Ｄ２へ電気力線が入射する場合
（図４(ｂ)、ε１＜ε２参照）には、（式３）よりθ１
＜θ２という関係が成立し、すなわちｃｏｓθ１＞ｃｏ
ｓθ２よりｄ２＜ｄ１となり、電気力線ｄの間隔が狭ま
ることになる。つまり、電気力線の間隔ｄが狭まること
は、電界集中を生じることを意味する。
【００５２】以上のことから、電極を含む第２の絶縁膜
（上層絶縁層）５の誘電率ε（２）を、第１の絶縁膜
（層間絶縁層）３の誘電率ε（１）よりも大きくするこ
とが、電極端部近傍において電界集中を緩和するための*
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*条件となる。ただし、ここでは電界強度の絶対値が考慮
されていない。すなわち、（式１）に従い電極端部での
電界集中を緩和しても電界強度Ｅそのものが大きい場合
には残像が発生することになる。
【００５３】そこで、次に電界強度Ｅの絶対値について
説明する。電界集中緩和後の電界強度Ｅは、誘電体Ｄ
１，Ｄ２の接面に対して出射側の電気力線の間隔ｄ２
（図４参照）と相関があり、この間隔ｄ２が大きくなれ
ば電界強度Ｅは小さくなると考えられることから、（式
３）と合わせて考えると（式４）のように記述できる。
【００５４】
【数９】

【００５５】（式４）より電界強度Ｅは、誘電体Ｄ１，
Ｄ２の接面Ｂに対して入射側、すなわち初期の電気力線
の間隔ｄ１で決まる。さらにこの間隔ｄ１はその絶縁体
（誘電体）Ｄ１の誘電率ε１に大きく依存し、同一の電
位が印加されている場合には、絶縁体（誘電体）Ｄ１の
誘電率ε１が大きいほど電気力線の間隔ｄ１は狭く（間
隔ｄ１が小さい）、誘電率ε１が小さいほど電気力線の
間隔ｄ１は広い（間隔ｄ１が大きい）。また、（式２）
と三角関数の関係から（式５）及び（式６）を導き出
せ、（式４）は次の（式７）のように表せる。
【００５６】
【数１０】

【００５７】
【数１１】

【００５８】
【数１２】

【００５９】なお、（式７）を本実施の形態のＦＯＰ液
晶表示装置の構成に対応させれば（式８）のように表せ
る。ここでε（１）及びε（２）は、それぞれ第１の絶
縁膜（層間絶縁膜）３及び第２の絶縁膜（上層絶縁膜）
５の誘電率である。
【００６０】
【数１３】

【００６１】さらに、ＦＯＰ電極構造を考えれば電界強
度Ｅは、電圧を印加するための画素電極４と共通電極２
の間隔、すなわち層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）に依存す
る。そこで、本実施の形態では、特に、ＦＯＰ電極構造
を構成する層間絶縁膜３と上層絶縁膜５の誘電率ε
（１），ε（２）によって決まる（式８）右辺の材料パ
ラメータと、層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）とに着目し、
各上層絶縁膜５と層間絶縁膜３から構成されるＦＯＰ電
極構造における残像評価について、これらパラメータに
より整理した。
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【００６２】そこで、実際にＦＯＰ電極構造を構成する
絶縁膜（層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５）の材料の組み
合わせについて説明する。なお、以下の説明では、（式
８）右辺に記述されているパラメータを誘電率比と称す
る。
【００６３】図５は、層間絶縁膜と上層絶縁膜との材料
組み合わせの条件表（表４）である。図５は、（式１）
に基づき、誘電率εの観点から、層間絶縁膜３及び上層
絶縁膜５それぞれの材料の組み合わせについて、無機材
料と有機材料とに大別してまとめたものである。
【００６４】この組み合わせ表中において、「×」印を
付した組み合わせは、本発明の必須条件である（式１）
を満たさない組み合わせである。また同表中に記載した
「条件１４※」については、本発明の必須条件である
（式１）の関係から、層間絶縁膜３としては誘電率εが
３～５（上層絶縁膜５の誘電率εの値範囲３～５を超え
ない範囲）の材料を用いれば、（式１）を満たす組み合
わせが可能であることを示している。
【００６５】絶縁材料としての層間絶縁膜３及び上層絶
縁膜５の材料としては、基本的に透明度が比較的高く、
絶縁性を確保できるものであれば良く、さらに耐熱性が
あるものであればなお良い。以下、この組み合わせ表で
の材料分類について、無機材料と有機材料に大別して説
明する。
【００６６】図６は、図５で示した層間絶縁膜と上層絶
縁膜との材料組み合わせの各条件１～１７に適合する層
間絶縁膜３及び上層絶縁膜５の材料名と誘電率比とをま
とめて例示した表である。なお、表中で「＊」符号が付
されたものは商品名である。まず、有機膜からなる絶縁
材料について説明する。
【００６７】現在、市販され容易に入手しやすく、また
基板上形成プロセスもそれほど困難でない絶縁性有機材
料の多くは、その誘電率が３～５程度である。代表的な
材料としてはポリイミド等が挙げられる。ポリイミドは
耐熱性の絶縁材であり、多少の色付きはあるものの、１
μｍ以下の薄膜では高い透明度を有する。また、基板へ
の形成は、スピンコート法により形成でき、厚膜化形成
も容易である。現在、その性能及び利用のし易さから絶
縁膜としてよく使用されている。また、マレイド/スチ
レン系（誘電率ε：３.１～３.７）のような絶縁材料も
ある。
【００６８】一方、ＬＳＩプロセスでの配線の層間絶縁
膜として配線の微細加工による配線遅延の増大を抑える
目的で、低誘電率有機材料（誘電率ε：３未満）の研究
が進められ、様々な有機材料が開発されている。例え
ば、ＣＶＤ法により形成する低誘電率有機材料として
は、ポリパラキシリレン（誘電率ε：２.６）、フッ素
化ポリパラキシリレン（誘電率ε：２.３）、テフロン
（登録商標）ＡＦ（誘電率ε：２.２）、ポリナフタレ
ン（誘電率ε：２.４）等が挙げられる。また、スピン
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コート法により形成する低誘電率有機材料としては、フ
ッ素化ポリイミド（誘電率ε：２.６～２.９）、ポリノ
ルボルネン（誘電率ε：２.６）、ポリアリレンエーテ
ル（誘電率ε：２.８）、ポリキノリン（誘電率ε：２.
８）、ベンゾシクロブテン（誘電率ε：２.８）等が挙
げられる。これらの低誘電率有機材料は、液晶表示装置
として使用しても問題ない高い透明度を有している。た
だし、このような低誘電率有機材料の一部には、特にガ
ラス基板との接着性に課題の残る材料もあるが、これは
基板との間に接着層の役割を有する材料を介在させるこ
とにより回避できる。
【００６９】以上から、図５に示す組み合わせ表では有
機膜の材料として誘電率の観点から、誘電率２～３の材
料（フッ素化ポリパラキシリレン（誘電率ε：２.
３），ベンゾシクロブテン（誘電率ε：２.８））と、
誘電率３～５の材料（マレイド/スチレン系（誘電率
ε：３.５），ポリイミド系（誘電率ε：４.７））と、
大きく２つに分類した。次に、無機膜からなる絶縁材料
について説明する。
【００７０】現在、ＴＦＴプロセス等では無機絶縁材料
としては主にＳｉＮｘやＳｉＯ

2
が用いられている。こ

れらの無機絶縁材料は安価に入手することが可能で、ま
た製造プロセスも確立されているために、その取り扱い
が容易で信頼性も非常に高い。このような無機絶縁材料
の誘電率は３～７程度である（ＳｉＮｘ（誘電率ε：６
～７）、ＳｉＯ

2
（誘電率ε：３.５～４.０））。ま

た、ゲート絶縁膜としてはＳｉＯＦ（誘電率ε：３.４
～３.７）等も用いられている。
【００７１】一方、低誘電率有機材料の開発と平行し
て、ＬＳＩプロセスの配線の層間絶縁膜として配線微細
加工による配線遅延の増大を抑える目的で、誘電率が２
～３の低誘電率無機材料の開発も進んでいる。例えば、
スピンコート法により形成するＨＳＱ系（Ｈｙｄｒｏｇ
ｅｎ  Ｓｉｌｓｅｓｑｕｉｏｘａｎｅ）（誘電率ε：
２.５～３）やＣＶＤ法により形成するＳｉＯＣ（誘電
率ε：２.４～２.７）等がある。これら低誘電率無機材
料は価格や製造プロセスにまだ課題を残しており、量産
としては一般に使用されていないが、将来的には十分有
望な材料である。
【００７２】また低誘電率材料の開発方向とは逆に、誘
電率εが７以上の高誘電率無機絶縁材料の開発が進めら
れている。ＬＳＩプロセスにおいて、従来用いてきたゲ
ート絶縁膜ＳｉＯ

2
での薄膜化が要求されているが、リ

ーク電流の発生や、トランジスタ特性そのものの劣化及
び信頼性を確保できなくなってきた。そこで、これに代
わる技術として高誘電率材料の開発が進められてきた。
その中で、ＴｉＯ

2
系（誘電率１５程度）やＴａ

2
Ｏ
5
、

ＺｒＯ
2
（誘電率ε：２５）、ＨｆＯ

2
（誘電率ε：３

０）等の高誘電率無機材料が開発されている。しかしな
がら、これらの材料においては価格問題や製造プロセス
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上の課題がある。例えばＴｉＯ

2
系の材料ではゾルゲル

法により基板上に塗布し、その後、紫外線照射と高温
（２７０～３００℃）焼成を必要とする。このような高
温プロセスにおいては従来のＴＦＴでは性能を保証でき
ないが、最近のＴＦＴ耐熱性の向上を考慮すると将来的
には有望な材料である。
【００７３】以上から、図５に示す組み合わせ表では無
機材料として誘電率の観点から、誘電率２～３の材料
（ＳｉＯＣ（誘電率ε：２.４），ＨＳＱ系（誘電率
ε：２.９））と、誘電率３～７の材料（ＳｉＯ

2
（誘電

率ε：３.６），ＳｉＮｘ（誘電率ε：６.８））と、誘
電率７以上の材料（ＴｉＯ

2
系（誘電率ε：１４），Ｚ

ｒＯ
2
（誘電率ε：２５））と、大きく３つに分類し

た。
【００７４】このように分類した有機膜及び無機膜それ
ぞれについての材料分類から、図６に示した１７通りの
層間絶縁膜と上層絶縁膜との材料の組み合わせについ
て、後述の実施例で説明するように、実際にＦＯＰ液晶
表示装置を組み立て、その残像評価を実施した。
【００７５】なお、以上では、本実施の形態のＦＯＰ液
晶表示装置では、層間絶縁膜３と上層絶縁膜５とが各１
層ずつ設けられているＦＯＰ液晶表示装置について説明
したが、上層絶縁膜５及び層間絶縁膜３の構成につい
て、次のように層間絶縁膜３や上層絶縁膜５を多層構造
にした他の実施の形態にすることもできる。
【００７６】図７は、本発明の他の実施の形態として
の、層間絶縁膜３のみを絶縁膜３１と絶縁膜３２とで多
層化したＦＯＰ液晶表示装置の断面構造概略図である。
図８は、本発明の他の実施の形態としての、上層絶縁膜
５のみを絶縁膜５１と絶縁膜５２とで多層化したＦＯＰ
液晶表示装置の断面構造概略図である。
【００７７】図９は、本発明の他の実施の形態として、
層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５３を、絶縁膜５１と絶縁
膜５２、及び絶縁膜３１と絶縁膜３２とで共に多層化し
たＦＯＰ液晶表示装置の断面構造概略図である。
【００７８】図７乃至図９の各図において、１は基板、
２は共通電極、３は層間絶縁膜、４は画素電極、５は上
層絶縁膜、６は配向膜をそれぞれ示す。以下、各絶縁層
３，５における多層構成の利点及び必要性について説明
する。まず、図７及び図９に示した実施の形態の層間絶
縁膜３を多層構造としたＦＯＰ液晶表示装置について説
明する。
【００７９】例えば、ＦＯＰ電極構造においては下層に
形成されるベタ電極（共通電極）２が薄膜トランジスタ
（ＴＦＴ：後述の図１２参照）のゲート電極と同層に形
成され、層間絶縁膜３がＴＦＴのゲート絶縁膜を兼ね備
える可能性がある。ゲート絶縁膜はＴＦＴを安定的に動
作させるかどうかを決定する重要なパラメータの一つで
あり、ゲート絶縁膜に要求される膜が電界集中緩和に有
効に働くとは限らない。
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【００８０】したがって、むしろ層間絶縁膜３を材料
（誘電率ε）の異なる少なくとも２層以上の絶縁膜３
１，３２から形成することにより、その役割を分担する
ことが有効である。上述の電界集中緩和の効果を発揮す
るためには、少なくともの櫛歯電極（画素電極）４を介
して接する上層側の層間絶縁膜３１の誘電率εと上層絶
縁膜５又は５２の誘電率εとの関係が（式１）を満たし
ていればよい。次に、図８及び図９に示した実施の形態
の上層絶縁膜５を多層構造としたＦＯＰ液晶表示装置に
ついて説明する。
【００８１】また、上述の電気力線の屈折を拡張すれ
ば、電気力線の間隔ｄは誘電率εの高い絶縁膜から誘電
率εの低い絶縁膜へ入射するときに広がることから、上
層絶縁膜５は誘電率εの異なる少なくとも２層以上の絶
縁膜５１，５２からなり、かつ、これら絶縁膜５１，５
２の誘電率εを配向膜層６に近い絶縁膜５１ほど小さく
することが効果的である。この構成により画素電極４か
ら液晶層７に向かう電気力線は各絶縁膜５１，５２の界
面Ｂで屈折し、電気力線の間隔ｄは広がる。これは電界
集中の緩和を意味し、残像低減には効果的である。な
お、この上層側の絶縁膜５１が誘電率εの条件によって
は配向制御膜６としての機能を兼ね備えていてもよい。
この場合においても、櫛歯電極（画素電極）４を挟む層
間絶縁膜３の誘電率εと下側の上層絶縁膜５２の誘電率
εの関係が（式１）を満たすことは前提である。
【００８２】以上、本発明においては、電界集中緩和に
よる残像低減の効果を発揮するためには、以上説明した
実施の形態に限定されることなく、少なくとも櫛歯電極
（画素電極）４に接する層間絶縁膜３と上層絶縁膜５の
誘電率の関係が（式１）を満たしていればよく、多層化
することにより上述したようなさらなる残像低減効果が
期待できる。
【００８３】次に、以上説明した本発明の実施の形態に
基づく、ＦＯＰ液晶表示装置の実施例について説明す
る。まず実施例の説明に当たり、実施例のＦＯＰ液晶表
示装置における配向膜弾性率と絶縁膜誘電率との関係に
ついて説明する。
【００８４】上述したように、このようなＩＰＳ方式液
晶表示装置特有の残像現象は、耐性と負荷（ストレス）
のバランスの上に成り立っているため、耐性を強化すれ
ば、その分負荷の許容範囲も広がる。弾性率の高い配向
膜材料を用いることは、すなわち耐性を強化することに
相当し、高弾性率配向膜ほど、負荷として許容できる電
界強度の範囲は広がる。
【００８５】界面Ｂでの電界強度は、主に層間絶縁膜３
の膜厚や、層間絶縁膜３の誘電率ε（１）、上層絶縁膜
５の誘電率ε（２）によって決まるが、配向膜６の弾性
率によって、残像を低減するために必要とされる絶縁膜
３，５の膜厚、誘電率ε（１），ε（２）は異なる。
【００８６】そこで、本発明の実施例のＦＯＰ液晶表示
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装置として、配向膜６の弾性率に基づき、実施例を大き
く３つに分類した。
【００８７】図１０は、各実施例における配向膜分類と
配向膜の弾性率との関係表（表６）である。以下、配向
膜６の弾性率と、それに基づく実施例の分類について述
べる。通常、配向膜６には、液晶７の配向性や製造プロ

20
セスの安定性からポリイミド膜が用いられている。一般
的なポリイミド配向膜の合成経路を（化学式１）に示し
た。
【００８８】
【化１】

【００８９】ポリイミド配向膜は、ジアミンとテトラカ
ルボン酸から合成されるポリアミック酸を基板上に印刷
機もしくはスピンナにより塗布し、これを高温焼成する
ことにより形成される。このポリアミック酸からポリイ
ミドへの化学変化をイミド化と呼び、ポリアミック酸が
イミド化される割合をイミド化率と呼ぶ。イミド化率１
００％はポリアミック酸が焼成によりすべてポリイミド
になることを意味する。一般に液晶表示装置において形
成されるポリイミド配向膜は、ポリアミック酸部位すべ
てがイミド化されたものではなく、一部アミック酸部位
が残存している（イミド化率１００％ではない）。液晶
表示装置としてはイミド化率が高いほどよい。これはポ
リアミック酸が配向膜中に残存すること（低イミド化
率）により、液晶配向能を低下させるだけでなく、液晶
表示装置組み立て後にイミド化が徐々に進行するため水
が生成され、この水が液晶中に拡散し、液晶比抵抗を低
下させる等液晶表示装置としての表示品質を低下させる
からである。
【００９０】以下、配向膜の弾性率について述べる。こ
こで述べる配向膜の弾性率とはバルクの弾性率である。
上述したような残像現象を考えれば、配向膜の表面弾性
率を議論するべきであるが、表面弾性率の測定は困難で
ある。そこで表面弾性率を大きく反映する物性値である
バルクの弾性率で論じる。
【００９１】現在、一般的に量産で使用されているポリ
イミド配向膜は、主鎖のフェニル基とフェニル基の間に
回転しやすい連結基、－Ｏ－、－ＳＯ

2
－、－Ｓ－、－

ＣＯ－、－Ｃ(ＣＨ
3
)
2
－等が数多く導入されており、フ

レキシブルな主鎖のために弾性率は２～４ＧＰａ程度で
ある。
【００９２】また、このようなフレキシブルなポリイミ
ド配向膜においては、このフレキシブルさのために比較
的低い焼成温度（２００～２３０℃）でも高いイミド化
率を達成でき、液晶表示装置用の配向膜としては取り扱

いが容易である。ただし、このようなポリイミド配向膜
では弾性率が小さいことから負荷に耐える力（耐性力）
が小さく、ＦＯＰ液晶表示装置における残像を低減する
ためには十分に電界集中を緩和させる（負荷を低減す
る）必要がある。ここでは弾性率が２～４ＧＰａ程度の
配向膜を低弾性率配向膜と称することにする。
【００９３】次に、残像を抑制するために耐性を強化す
るという観点から一般に液晶表示装置として用いられる
ポリイミド配向膜より弾性率の高い配向膜（４ＧＰａ以
上）に着目した。このような配向膜では耐性が強化され
た分、許容できる電界強度も緩和される。
【００９４】配向膜の高弾性率化を図るためには、配向
膜を構成するポリマーの分子構造が剛直で直線性に富ん
でいることが望ましい。例えば、主鎖に連結基として導
入されている－Ｏ－、－ＳＯ

2
－、－Ｓ－、－ＣＯ－、

－Ｃ(ＣＨ
3
)
2
－等の数を少なくとも２～３以下にするこ

とで弾性率の高いポリイミド配向膜を得ることができ
る。しかし、このような配向膜では基本的に剛直性の分
子が多く、分子として主軸のフレキシビリティーがな
く、イミド化が進み難い。すなわちイミド化率が低いと
いう欠点がある。イミド化率が低いことは上述したよう
に液晶表示装置としての品質低下を招くが、これは例え
ば焼成温度を上げることにより解決できる。ただし、現
状の量産においてはＴＦＴの耐熱性の問題で２５０℃以
上の高温にすることは難しいが、近年ＴＦＴの耐熱性も
向上してきており、将来的には２５０℃以上の高温焼成
も可能である。
【００９５】さらに、このような高弾性率配向膜におい
て、特に１０ＧＰａ以上の配向膜においてはイミド化し
難いことに加え、脆いという欠点がある。この脆さのた
めに、液晶を配向させるために必要なラビング工程（布
でポリイミド膜を擦る工程）において、ラビングくずや
傷を発生させる。これら傷やくずの周辺では液晶分子は
初期配向と異なる配向をとるため光漏れの原因となり、
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コントラスト低下等表示品質の問題となる。しかし、こ
れはラビング布の回転数や切込量、基板送り速度等で決
まるラビング強度を小さくすることによって回避できる
課題である。
【００９６】ここでは、量産で使用されている一般的な
ポリイミド配向膜より弾性率が高く、かつラビング傷や
くずを発生しない配向膜を中弾性率配向膜（４～１０Ｇ
Ｐａ程度）、それ以上の弾性率を有する配向膜を高弾性
率配向膜（１０ＧＰａ以上）と称することにする。以
上、配向膜弾性率の分類により実施例の適用する配向膜
を、図１０の表６記載のように分け、第一の実施の形態
のＦＯＰ液晶表示装置（図３参照）を用いて残像の検討
を行った。
【００９７】また、実施例の液晶材料については、ＦＯ
Ｐ電極構造のように電極が重畳しているような構造にお
いては、負の比誘電率異方性（Δε＜０）を有する液晶
を用いることで正の比誘電率異方性を有する液晶に比べ
透過率を大きく向上でき、高透過率液晶表示装置を実現
できるというメリットがある。しかし、このような負の
誘電率異方性（Δε＜０）有する液晶と電極間隔の非常
に狭い構造をもつ液晶表示装置との組み合わせにおいて
は、電極端部近傍で発生する強い斜め電界のために、正
の誘電率異方性（Δε＞０）をもつ組み合わせに比べさ
らに強烈な残像・焼付きを発生させる。これは正の誘電
率異方性を有する液晶の場合には、電極端部の斜め方向
の電界により、基板面に対して垂直な方向に立ちあがる
ために、負の液晶に比べ配向膜界面に負荷として働く回
転トルクが小さくなるためである。
【００９８】したがって、このような負の誘電率異方性
を有し、かつ電極間隔の非常に狭い液晶表示装置におい
て、残像レベルを低減するためにはさらに電極端部近傍
での電界集中を緩和させることが必要であり、本発明に
よる構成が非常に効果的である。以下、本発明の図３に
示した実施の形態のＦＯＰ液晶表示装置に係り、これら
に基づく、具体的実施例について説明する。
【００９９】《実施例１》図１１は、本実施例のＦＯＰ
液晶表示装置の分解斜視図である。図１２は、本実施例
のＦＯＰ液晶表示装置の駆動系の等価回路図である。図
３において、液晶表示素子の表示部には、本実施例で
は、例えば対角１４.１インチサイズであり、厚みが０.
７ｍｍで、表面が研磨された透明なガラス基板１が用い
られている。このガラス基板１上には、図１２に示した
ように、信号電極３６、走査電極３５が形成されてい
る。また、表示部の各画素は、薄膜トランジスタ（ＴＦ
Ｔ）３４、ベタ状共通電極２、及び櫛歯状画素電極４か
ら構成されている。
【０１００】ベタ状共通電極２は画素領域のほぼ全面を
覆うように形成され、その上に層間絶縁膜３を介して、
櫛歯状画素電極４が重畳して形成されている。電圧はこ
れら画素電極４と共通電極２との間に印加され、これに
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より発生する電界１２によって液晶７を駆動する。画素
電極４は薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）３４と接続されて
おり、共通電極２は共通電圧信号線３７と一体となって
いる。なお、電極２，４の材料には、本実施例では、Ｉ
ＴＯが用いられているが、ＩＴＯに代え、酸化インジウ
ム亜鉛（ＩＺＯ）、酸化インジウムゲルマニウム（ＩＧ
Ｏ）等でもよい。
【０１０１】本実施例で使用したＩＴＯ電極２，４の場
合、ＩＴＯの透過率から、１４０ｎｍ程度が最も好まし
い。櫛歯画素電極４の電極幅、電極間隔はそれぞれ４μ
m、４μmである。さらに櫛歯状画素電極４上に上層絶縁
膜５が形成される。層間絶縁膜３と上層絶縁膜５に用い
た材料及びその誘電率は、図６記載の材料組合わせの表
にまとめた１７組である。
【０１０２】ここで、層間絶縁膜３の誘電率ε（１）が
上層絶縁膜５の誘電率ε（２）よりも小さいことが必須
条件である。また、層間絶縁膜３の厚みは、絶縁膜３が
十分に櫛歯電極４とベタ状共通電極２間での絶縁性を確
保できる厚みである１００ｎｍから生産効率的に有効な
１５００ｎｍまでとし、１００ｎｍづつ膜厚を変えた仕
様となっている。さらに、上層絶縁膜５の厚みは、以下
で述べるラビング工程において、電極段差によるラビン
グ影ができない最低の厚み５０ｎｍとしてある。
【０１０３】一方、対向のガラス基板１０上には、スト
ライプ状の３色ＲＧＢカラーフィルタ９とブラックマト
リクス（図示略）を備えた構造になっている。カラーフ
ィルタ９とブラックマトリクス上には平坦化するための
オーバーコート樹脂８が形成されている。オーバーコー
ト樹脂８としては、例えばエポキシ樹脂等が用いられ
る。さらにガラス基板１０の遮光部であるブラックマト
リクス上に表示領域内の液晶層７の厚みを均一に制御す
るために柱状スペーサが形成されている。なお、図３で
は柱状スペーサは省略されている。
【０１０４】次に両ガラス基板１，１０の表面には、液
晶分子を配列させるために必要なポリイミド配向膜６が
形成されている。ポリイミド配向膜６の形成は、ポリイ
ミドの前駆体であるポリアミック酸を印刷機によりガラ
ス基板１，１０上に塗布し、溶剤をとばすために仮焼成
した後、高温で本焼成することにより得られる。得られ
たポリイミド配向膜６の膜厚は、１００ｎｍ程度となる
ように調整される。なお、ここで使用するポリイミド配
向膜６は実施の形態によって異なり、本実施の形態では
弾性率が３ＧＰａのポリイミド配向膜（低弾性率配向
膜）が用いられている。
【０１０５】次に液晶分子を配向させるための配向処理
を施した。配向処理は両ガラス基板１，１０上に形成さ
れたポリイミド配向膜６の表面をラビング処理すること
により行われている。ラビング処理にはラビング機を使
用し、ラビングロールにはレーヨン製バフ布を用いた。
ラビング方向は櫛歯電極の長軸に対して７５°方向とし
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た。なお、電極２，４の段差が大きな場合には、その段
差により電極４端部でラビング毛が当たらない領域がで
き、このような領域においては液晶７の配向不良を生じ
光り漏れ等の原因となる。段差として少なくとも１００
ｎｍ以下に抑えることが有効であり、現状のＩＴＯ電極
厚み（１４０ｎｍ程度）を考慮すれば上層膜として５０
ｎｍ程度は必要である。
【０１０６】両基板１，１０は、ガラス基板1の表示領
域周縁部にシール材（熱硬化型樹脂）を塗布し、対向ガ
ラス基板１０を重ね合わせた後、加熱しながら加圧し
て、接着固定されている。ガラス基板１，１０間のギャ
ップ（液晶層厚み）は、本実施の形態では３.０μmとな
っている。その後、図示せぬ封入口から液晶７を注入
し、封止口は光硬化樹脂により封止されている。ここで
は誘電率異方性Δεが負の液晶材料が用いられる。ガラ
ス基板１，１０の両面には偏光板１１が貼りつけられ、
液晶パネル２０は完成される。なお、偏光板１１は液晶
表示装置がノーマリクローズ特性（低電圧で黒表示、高
電圧で白表示）になるように貼りつけられている。さら
に液晶パネルには、図１２に示したように、ガラス基板
１に走査電極駆動回路３０Ａ、信号電極駆動回路３０
Ｂ、共通電極駆動回路３０Ｃ、電源回路及びコントロー
ル回路３３を接続し、走査信号電圧、映像信号電圧、タ
イミング信号が供給され、アクティブマトリクス駆動さ
れる。
【０１０７】その後、液晶表示パネル２０に図１１に示
したシールドケース２７、拡散板２１、導光体２２、反*
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*射板２３、バックライト２４、下側ケース２５、インバ
ータ回路基板２６を組み合わせることにより、液晶表示
装置２８が組み立てられる。このようにして組み立てた
液晶表示装置の残像・画像焼付けを定量的に評価するた
めホトダイオードを組み合わせたオシロスコープを用い
て評価した。まず、画面上に最大輝度でウィンドパター
ンを３０分間表示し、その後、残像が最も目立つ中間調
表示、ここでは輝度が最大輝度の１０％となるように表
示画面全面を切り替え、ウィンドの残像部分と周辺中間
調部分での輝度Ｂにおける輝度変動分の大きさΔＢ/Ｂ
（１０％）を残像強度として評価した。液晶表示装置の
表示特性として残像・画像焼付きが問題のないレベルは
残像強度が２％以下とされている。
【０１０８】図１３は、本実施例のＦＯＰ液晶表示装置
の残像評価結果のグラフである。横軸及び縦軸は上述し
たように電界強度と相関のある層間絶縁膜の膜厚ｄ
（１）ｎｍと、上層絶縁膜誘電率ε（２）と層間絶縁膜
誘電率ε（１）によって決まる誘電率比（（式８）右
辺）である。グラフ上、残像強度が２％以下のものは○
で、２％より大きいものは●で示した。ここで得られた
結果より、以下の（式９）で示した関係を満たすＦＯＰ
構成については、残像強度２％以下を達成し、残像現象
を発生しないことを見出した。ここで、ｄ（１）はｎｍ
（ナノメートル）の単位である。
【０１０９】
【数１４】

【０１１０】さらに、残像強度が２％以下になる条件と
して以下のことを見出した。図１４は、本実施例１のＦ
ＯＰ液晶表示装置において、この残像強度が２％以下に
なる条件を示した表である。層間絶縁膜３及び上層絶縁
膜５がともに有機材料からなり、これら絶縁膜３，５の
誘電率ε（１）及びε（２）がともに２～３であり、か
つ層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも４８０ｎｍ
以上であること（図１４中の条件１参照）。
【０１１１】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該層間絶縁膜３の誘電率ε（１）が２
～３であり、上層絶縁膜５はその誘電率ε（２）が３～
５であり、かつ層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくと
も５３０ｎｍ以上であること（図１４中の条件２参
照）。
【０１１２】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも４８０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件３参照）。
【０１１３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～

３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも５３０ｎｍ以
上であること（図１４、表１中の条件４参照）。
【０１１４】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも５６０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件５参照）。
【０１１５】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに３～５であり、かつ層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも７４０ｎｍ以上であること（図
１４中の条件６参照）。
【０１１６】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも７４０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件７参照）。
【０１１７】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
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５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも７６０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件８参照）。
【０１１８】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも４８０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件９参照）。
【０１１９】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも５３０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件１０参照）。
【０１２０】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに無
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに２～３であり、かつ、層間絶縁膜３の
膜厚ｄ（１）が少なくとも４８０ｎｍ以上であること
（図１４中の条件１１参照）。
【０１２１】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも５３０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件１２参照）。
【０１２２】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも５６０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件１３参照）。
【０１２３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも７４０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件１４参照）。
【０１２４】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機*
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*材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及びε
（２）がともに３～７であり、かつ、層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも７４０ｎｍ以上であること（図
１４中の条件１５参照）。
【０１２５】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
７である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも７６０ｎｍ以
上であること（図１４中の条件１６参照）。
【０１２６】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機
材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及びε
（２）がともに７以上であり、かつ、層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも１０２０ｎｍ以上であること
（図１４中の条件１７参照）。以上から、低弾性率配向
膜を用いたＦＯＰ構成において、残像強度が２％以下に
なる条件を見出し、それら条件の範囲内での実施例では
残像を十分に抑えることができた。
【０１２７】《実施例２》実施例２は用いた配向膜６以
外は、実施例１と同様のＦＯＰ液晶表示装置を組み立て
た。配向膜は弾性率が約１０ＧＰａのポリイミド配向膜
（中弾性率配向膜）を用いた。
【０１２８】図１５は、本実施例２のＦＯＰ液晶表示装
置の残像評価結果のグラフである。残像評価は実施例１
と同様に行った。横軸及び縦軸は上述したように電界強
度と相関のある層間絶縁膜の膜厚ｄ（１）と上層絶縁膜
誘電率ε（２）と層間絶縁膜誘電率ε（１）によって決
まる誘電率比（（式８）右辺）である。グラフ上、残像
強度が２％以下のものは○で、２％より大きいものは●
で示した。ここで得られた結果より、以下の（式１０）
で示した関係を満たすＦＯＰ構成については、残像強度
２％以下を達成し、残像現象を発生しないことがわかっ
た。ここで、ｄ（１）はｎｍ（ナノメートル）の単位で
ある。
【０１２９】
【数１５】

【０１３０】さらに、残像強度が２％以下になる条件と
して以下のことを見出した。図１６は、本実施例２のＦ
ＯＰ液晶表示装置において、この残像強度が２％以下に
なる条件を示した表（表２）である。
【０１３１】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに２～３であり、かつ層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であること（図
１６中の条件１参照）。
【０１３２】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該層間絶縁膜３の誘電率ε（１）が２
～３であり、上層絶縁膜５はその誘電率ε（２）が３～

５であり、かつ層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくと
も１００ｎｍ以上であること（図１６中の条件２参
照）。
【０１３３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件３参照）。
【０１３４】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
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上であること（図１６中の条件４参照）。
【０１３５】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件５参照）。
【０１３６】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに３～５であり、かつ層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも２８０ｎｍ以上であること（図
１６中の条件６参照）。
【０１３７】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも２８０ｎｍ以
上であること（図１６中の条件７参照）。
【０１３８】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも３１０ｎｍ以
上であること（図１６中の条件８参照）。
【０１３９】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件９参照）。
【０１４０】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件１０参照）。
【０１４１】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに無
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに２～３であり、かつ、層間絶縁膜３の
膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であること
（図１６中の条件１１参照）。
【０１４２】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件１２参照）。
【０１４３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘*
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*電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１６中の条件１３参照）。
【０１４４】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも２８０ｎｍ以
上であること（図１６中の条件１４参照）。
【０１４５】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機
材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及びε
（２）がともに３～７であり、かつ、層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも２８０ｎｍ以上であること（図
１６中の条件１５参照）。
【０１４６】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
７である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも３１０ｎｍ以
上であること（図１６中の条件１６参照）。
【０１４７】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機
材料からなり、該絶縁膜の誘電率ε（１）及びε（２）
がともに７以上であり、かつ、層間絶縁膜３の膜厚ｄ
（１）が少なくとも７２０ｎｍ以上であること（図１６
中の条件１７参照）。以上から、中弾性率配向膜を用い
たＦＯＰ構成において、残像強度が２％以下になる条件
を見出し、それら条件の範囲内での実施例では残像を十
分に抑えることができた。
【０１４８】《実施例３》実施例３は用いた配向膜６以
外は、実施例１と同様のＦＯＰ液晶表示装置を組み立て
た。配向膜は弾性率が約１５ＧＰａのポリイミド配向膜
を用いた。図１７は、本実施の形態の液晶表示装置の残
像評価結果のグラフである。残像評価は実施例１と同様
に行った。
【０１４９】横軸及び縦軸は上述したように電界強度と
相関のある層間絶縁膜の膜厚ｄ（１）と上層絶縁膜誘電
率ε（２）と層間絶縁膜誘電率ε（１）によって決まる
誘電率比である。グラフ上、残像強度が２％以下のもの
は○で、２％より大きいものは●で示した。ここで得ら
れた結果より、以下の（式１１）で示した関係を満たす
ＦＯＰ構成については、残像強度２％以下を達成し、残
像現象を発生しないことがわかった。ここで、ｄ（１）
はｎｍ（ナノメートル）の単位である。
【０１５０】
【数１６】

【０１５１】さらに、残像強度が２％以下になる条件と
して以下のことを見出した。図１８は、本実施例３のＦ
ＯＰ液晶表示装置において、残像強度が２％以下になる
条件を示した表である。層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５

がともに有機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε
（１）及びε（２）がともに２～３であり、かつ層間絶
縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であ
ること（図１８中の条件１参照）。
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【０１５２】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該層間絶縁膜３の誘電率ε（１）が２
～３であり、上層絶縁膜５はその誘電率ε（２）が３～
５であり、かつ層間絶縁膜３の絶縁膜の膜厚ｄ（１）が
少なくとも１００ｎｍ以上であること（図１８中の条件
２参照）。
【０１５３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件３参照）。
【０１５４】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件４参照）。
【０１５５】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件５参照）。
【０１５６】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに有
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに３～５であり、かつ層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であること（図
１８中の条件６参照）。
【０１５７】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件７参照）。
【０１５８】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である有機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件８参照）。
【０１５９】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が２～３である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件９参照）。
【０１６０】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件１０参照）。
【０１６１】層間絶縁膜３及び上層絶縁膜５がともに無
機材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及び
ε（２）がともに２～３であり、かつ、層間絶縁膜３の
膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であること *
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*（図１８中の条件１１参照）。
【０１６２】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～７である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件１２参照）。
【０１６３】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が２～
３である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件１３参照）。
【０１６４】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
５である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が３～５である有機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件１４参照）。
【０１６５】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機
材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及びε
（２）がともに３～７であり、かつ、層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以上であること（図
１８中の条件１５参照）。
【０１６６】層間絶縁膜３はその誘電率ε（１）が３～
７である無機材料から形成され、上層絶縁膜５はその誘
電率ε（２）が７以上である無機材料からなり、かつ、
層間絶縁膜３の膜厚ｄ（１）が少なくとも１００ｎｍ以
上であること（図１８中の条件１６参照）。
【０１６７】層間絶縁膜３と上層絶縁膜５がともに無機
材料からなり、該絶縁膜３，５の誘電率ε（１）及びε
（２）がともに７以上であり、かつ、層間絶縁膜３の膜
厚ｄ（１）が少なくとも５１０ｎｍ以上であること（図
１８中の条件１７参照）。
【０１６８】以上から、高弾性率配向膜６を用いたＦＯ
Ｐ構成において、残像強度が２％以下になる条件を見出
し、それら条件の範囲内での実施例では残像を十分に抑
えることができた。
【０１６９】
【発明の効果】層間絶縁膜の誘電率ε（１）と上層絶縁
膜の誘電率ε（２）が（式１）の関係を満足させること
によって、残像現象を低減した高品質で高透過率の液晶
表示装置を提供することができる。
【０１７０】
【数１７】

【図面の簡単な説明】
【図１】シミュレーションにより得られた従来のＩＰＳ
方式液晶表示装置における液晶配向制御膜界面での電界
強度の面内分布を示す図である。
【図２】シミュレーションにより得られた従来のＦＯＰ
液晶表示装置（図１９参照）における液晶配向制御膜界
面での電界強度の面内分布を示す図である。



(17) 特開２００３－２９２４７

10

20

30

31
【図３】本発明の一実施の形態に係るＦＯＰ液晶表示装
置の概略断面図である。
【図４】誘電率εの異なる物質中での電気力線屈折の法
則を示す図である。
【図５】層間絶縁膜と上層絶縁膜との材料組合わせの条
件表である。
【図６】図５で示した層間絶縁膜と上層絶縁膜との材料
組み合わせの各条件１～１７に適合する層間絶縁膜３及
び上層絶縁膜５の材料名と誘電率比とをまとめて例示し
た表である。
【図７】本発明の他の実施の形態としての、層間絶縁膜
３のみを絶縁膜３１と絶縁膜３２とで多層化したＦＯＰ
液晶表示装置の断面構造概略図である。
【図８】本発明の他の実施の形態としての、上層絶縁膜
５のみを絶縁膜５１と絶縁膜５２とで多層化したＦＯＰ
液晶表示装置の断面構造概略図である。
【図９】本発明の他の実施の形態として、層間絶縁膜３
及び上層絶縁膜５３を、絶縁膜５１と絶縁膜５２、及び
絶縁膜３１と絶縁膜３２とで共に多層化したＦＯＰ液晶
表示装置の断面構造概略図である。
【図１０】各実施例における配向膜分類と配向膜の弾性
率との関係表である。
【図１１】本実施例のＦＯＰ液晶表示装置の分解斜視図
である。
【図１２】本実施例のＦＯＰ液晶表示装置の駆動系の等
価回路図である。
【図１３】実施例１のＦＯＰ液晶表示装置の残像評価結
果のグラフである。
【図１４】実施例１のＦＯＰ液晶表示装置において、残
像強度が２％以下になる条件を示した表である。
【図１５】実施例２のＦＯＰ液晶表示装置の残像評価結
果のグラフである。
【図１６】実施例２のＦＯＰ液晶表示装置において、残
像強度が２％以下になる条件を示した表である。
【図１７】実施例３のＦＯＰ液晶表示装置の残像評価結*
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*果のグラフである。
【図１８】実施例３のＦＯＰ液晶表示装置において、残
像強度が２％以下になる条件を示した表である。
【図１９】現状のＦＯＰ液晶表示装置の概略断面図であ
る。
【符号の説明】
１，１０，１０１，１１０  ガラス基板
２，１０２  ベタ電極（共通電極）
３，３１，１０３  層間絶縁膜（第１の絶縁膜）
４，１０４  櫛歯電極（画素電極）
５，５１，１０５  上層絶縁膜（第２の絶縁膜）
６，１０６  配向膜
７，１０７  液晶
８，１０８  オーバーコート膜（カラーフィルタ保護
膜）
９，１０９  カラーフィルタ
１１，１１１  偏光板
１２，１１２  電界
２０  液晶表示素子（液晶表示パネル）
２１  拡散板
２２  導光板
２３  反射板
２４  バックライト
２５  下側ケース
２６  インバータ回路基板
２７  シールドケース
２８  液晶表示装置
３０Ａ  走査電極駆動回路
３０Ｂ  信号電極駆動回路
３０Ｃ  共通電極駆動回路
３３  電源回路及びコントロール回路
３４  薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）
３５  走査電極
３６  信号電極
３７  共通電極

【図３】 【図５】
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【図１】 【図２】

【図４】 【図７】

【図８】 【図９】

【図１０】
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【図６】

【図１３】 【図１５】 【図１７】
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【図１１】 【図１２】

【図１４】
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【図１６】

【図１８】
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【図１９】
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